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【研究要旨】 
 2014 年から 2021 年までの間に、埼玉医大総合医療センターで出生後 6 か月以上の入院加療

を受けた患児は 66 例で、毎年 8.3±1.5（平均±標準偏差）例とほぼ一定数であり、生存率は 80％
と高く、2018 年以降は超早産児が増加傾向であった。66 例のうち 60 例（91%）は、入院中の全

経過にわたって新生児病棟で診療を受けていた（中央値 10 か月（6～39 か月））。このような患児

の療養環境に配慮して周産期医療から小児医療へのスムーズな連携を図り、かつ新生児病床を有

効に利用する、という観点から、新生児に特有な全身管理やケアを必要とする時期を乗り切った

後には、患児を小児病棟へ移すことを考慮すべきであろう。新生児病床と小児病床の診療報酬の

差を無くすなど、周産期医療から小児医療への連携にインセンティブが働くような仕組み作りが

望まれる。 
また、周産期医療から小児医療へのスムーズな連携に資する提言をすることを目的とし、NICU

退院後も慢性的な病態を抱え在宅で医療ケアを受けている患者、および NICU の退院後に重篤な

病態に陥り PICU（小児 ICU）に入院した患者の実態を調査した。埼玉医大総合医療センターで診

療している NICU 退院後の在宅医療患者数は、2018 年の 108 名をピークに近年ほぼ一定数に保た

れており、小児の在宅医療が成人の在宅医療と同じように地域に根付いてきたと思われた。一方で、

人工呼吸を要するような重篤な病態を持つ患者は増加しており、PICU への入院も増えている。「在

宅医療支援入院」、PICU の整備などの、手厚い診療・ケアの体制を構築することが望まれる。 

Ａ 研究目的 
周産期センターを退院した児が、乳幼児期にど

れくらいの疾患に罹患しているか、地域を選んで

後方視的に検討する。また、障害児養育施設への収

容状況についても実態を把握する。 
また、埼玉医大総合医療センターにおいて、

NICU 退院後も慢性的な病態を抱え在宅で医療ケ

アを受けている患者、および NICU の退院後に重

篤な病態に陥り PICU（小児 ICU）に入院した患者

の実態を調べ、課題を抽出、考察し、周産期医療か

ら小児医療へのスムーズな連携に資する提言をす

ることを目的とする。 
 
Ｂ  研究方法 
 診療録から、2014 年から 2021 年までの間に埼

玉医大総合医療センターで出生後 6 か月以上の入

院加療を受けた患児を見出し、診療体制、病態、転

帰、小児医療への連携の課題について検討した。入

院中に特殊な検査や手術などの目的でいったん他

院に移り短期間で帰院した場合（一時的な転院）は、

一連の入院として扱った。 

 また、診療録から、埼玉医大総合医療センターの

NICU を退院後に在宅医療に移行した患者、およ

び NICU を退院後に PICU（小児 ICU）でも診療

を受けた患者を、2016 年 1 月 1 日から 2021 年 12
月 31 日までに年次ごとに抽出し、推移、病態など

を検討した。在宅医療としては、周産期医療と最も

関係が深いと思われる、在宅人工呼吸管理、在宅酸

素療法、在宅気管切開管理、在宅経管/胃瘻栄養を

とりあげた。在宅での呼吸管理である人工呼吸、酸

素療法、気管切開管理のうち、非侵襲的な方法も含

め人工呼吸を行っている患者の場合は在宅人工呼

吸、人工呼吸は行っていないが酸素療法は行って

いる場合は在宅酸素療法、気管切開だけ行ってい

る、すなわち人工呼吸も酸素療法も行っていない

患者を在宅気管切開とすることとした。また、背景

としてこの間の NICU および PICU の入院患者数

の推移、および 2019 年から 2022 年にかけて新型

コロナウイルス感染症の影響を受ける前後での在

宅医療患者の医療支援入院（介護者を休ませるた

めの入院）の状況も調査した。 
 



 

 

Ｃ 研究成果 
 対象となった患児は 66 例で、退院した年別には

毎年 5 から 10 例（8.3±1.5：平均±標準偏差）とほ

ぼ一定の人数で推移していた（図１）。在胎週数別

にみると、2018 年以降は超早産児が増加する傾向

にあった（図２）。 

 
(図 1. 出生後 6 か月以上の入院加療を受けた患児：

人数(年別)) 
 

 
(図 2. 出生後 6 か月以上の入院加療を受けた患児:
在胎週数別) 
 

病態は、超早産児（新生児慢性肺疾患、脳室内出

血、壊死性腸炎）が 22 例と最も多く、次いで奇形

症候群（Pierre Robin 症候群、VACTER 連合など）

17 例、染色体異常（18 トリソミー、13 トリソミー

など）13 例、低酸素性虚血性脳症 9 例、神経・筋

疾患（筋緊張性ジストロフィ―、ミトコンドリア病、

難治性てんかん）3 例、呼吸器疾患（間質性肺炎、

気管・気管支軟化症）2 例であった（図３、４）。 

 
(図 3. 出生後 6 か月以上の入院加療を受けた患児：

病態別) 

 

 
(図 4. 出生後 6 か月以上の入院加療を受けた患児: 
病態(年別)) 

 
転帰は、退院・療育施設へ転院した者が 5３例

（80％）で、特に 2018 年以降は 36 例のうち 33 例

（92%）が退院・転院していた（図５）。 

 
(図 5. 出生後 6 か月以上の入院加療を受けた患児

の転帰) 
 
死亡例 13 例の病態は、超早産児と染色体異常が

各 4 例、奇形症候群と低酸素性脳症が各 2 例、呼

吸器疾患（間質性肺炎）1 例であった（図６）。転

院した 6 例の行き先は、全員が埼玉県内の療育施

設であった。 
 

 
(図 6. 出生後 6 か月以上の入院加療を受けた患児

の死亡症例の病態) 
 

入院診療の場は、66 名のうち 6 名だけが新生児

病棟から小児病棟に移っていた（生後 8 か月から 2
歳 8 か月の時点）。他の患児は全経過を新生児病棟

で過ごしたことになる（中央値 10 か月（6～39 か

月））。小児医療へのスムーズな連携を図るために、
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いずれの患児においても、退院前に医師（新生児科

と小児科）、看護師（新生児病棟、小児科外来/病棟）、

薬剤師、MSW、さらに必要に応じて理学療法士、

管理栄養士、小児外科医が加わって多職種カンフ

ァレンスが開催され、退院後の診療に関する検討

がなされていた。 
新生児医療から小児医療へのスムーズな移行を

図るためにこのような努力を重ねているが、NICU
での 180 日以上滞在患者は 2021 年度は 5 名に減

ったものの 2022 年度には 11 名に増えるという状

況で、NICU での長期入院時の数を見る限りでは

スムーズな連携ができているとはいえない状況が

続いている。 
 

・NICU 入院患者： 
2016 年 1 月 1 日以降、2021 年 12 月 31 日まで

に埼玉医大総合医療センターの NICU に入院した

患者数の年次推移を図 7 に示す。2018 年の 592 人

をピークに漸減傾向にある。 
 

 
（図 7. NICU 入院患者数の年次推移） 
 
・在宅医療患者 

2016 年 1 月 1 日以降、2021 年 12 月 31 日まで

の期間に、埼玉医大総合医療センター小児科で診

療を受けている、NICU 退院後の在宅医療患者数

を、年次ごと、在宅医療の種別ごとに図 8 に示

す。2016 年の時点で 84 名の NICU 退院後の在宅

医療患者を認め、2018 年の 108 名までは増加傾

向であったが、その後はほぼ一定数に保たれてい

る。ただし、在宅人工呼吸患者だけは図 9 に示す

ように増加傾向にある。

 
 
（図 8.在宅医療患者の年次推移） 
 

 
（図 9.在宅人工呼吸患者の年次推移） 
 
・在宅医療支援入院 

2019 年から 2022 年にかけて、埼玉医大総合医療

センターの小児病棟に入院した、在宅医療支援入

院の患者数を図 10 に示す。2019 年は 33 名の入院

があり、そのうち 67%は NICU 退院患者であった。

以後は新型コロナウイルス感染症の影響により、

在宅医療支援入院を制限せざるを得ず、在宅医療

患者・介護者にとって厳しい状況になったことが

伺われる。 

 
 

（図 10.在宅医療患者の年次推移） 
 
４．PICU 入院患者 

2016 年 3 月 1 日に開設した埼玉医大総合医療セ

ンターPICU に、2021 年 12 月 31 日までに入院し

た患者数の年次推移を図 11 に示す。開設後漸増し



 

 

たが、2019 年の 529 人をピークにその後漸減して

いる。 
この間、PICU に入院した患者のうちで NICU を

退院していた患者（NICU 出身患者）の推移を図 12
に示す。実数も PICU 入院患者全体に対する割合

も漸増している。これらNICU出身患者は延べ 150
名（この期間の複数回の入院もすべて算定、すなわ

ち 150 回の入院）におよび、新生児期の病態を図

13 に、PICU 入院前の在宅医療の有無を図 14 に示

す。大部分の患者が NICU 退院後も慢性的な病態

を抱えていたこと、多くの患者が在宅医療を受け

ており、在宅人工呼吸患者は突出して多く、複数回

の入院も多いことが伺える。 
 

 
（図 11.PICU 入院患者数の年次推移） 
 

 
（図 12.PICU入院患者に占めるNICU出身者の年

次推移） 

 
（図 13. NICU 出身者 150 名の新生児期の病態） 

 
（図 14. NICU 出身者 150 名の在宅医療の有無） 
 
 
Ｄ  考察 

周産期医療の進歩により重症新生児の救命例は

年々増加傾向にあり、超早産児の長期入院が増え

ていることはその表れであると考えられる。一方

で、NICU での急性期を乗り切った後、年余にわた

り、あるいは退院した後も終生医療から離れられ

ない患児も増えており、私たちは 2011 年に日本小

児在宅医療支援研究会を立ち上げ、在宅医療を推

進してきた。また社会的な問題により家族の許に

退院できない患児もいるので、そのような患児の

受け入れ先として 2013 年に医療型障害児入所施

設「カルガモの家」を開設した。これらの要因によ

り、長期入院患児数は年々増加することはなく、一

定の数に収まっていると考えられる。 
 新生児期を超えた患児の療養環境と新生児病床

の有効利用の観点からは、これらの長期入院患児

は急性期を乗り切った後、いずれかの時点で新生

児病棟から小児病棟に移ることが望ましい。実際、

私たちは 2018 年以来、退院後も医療的ケアが必要

になるような患児は、退院の前に新生児病棟から

小児病棟に移して退院指導を行う、という方針に

したが、小児病棟の人員不足などの理由により、小

児病棟へ移せた患児はいまだ 6 名に過ぎない。 
転棟を妨げている要因の一つは、新生児病床と

小児病床の診療報酬の差にもあると考えられる。

この差を無くし、さらに病棟間の連携を促すため

にインセンティブをつけるような診療報酬の改定

が望まれる。医療施設の役割分担、患者の集約化を

進めるために、病診連携、病病連携にインセンティ

ブをつける診療報酬改定が進められてきたが、全

く同じことを院内の病棟間にも適用する（病棟間

連携）という発想を持ちたい。 
その一つの例が退院支援加算である。病院診療

から地域包括ケアへのスムーズな移行を図る診療

報酬上の仕組みであると考えられる。この加算は、

文字通り「退院」の際に算定できる仕組みになって

いるが、NICU から小児病棟へ「転棟」する場合に

も応用できる政策である。あるいは、里帰り分娩後

に入院した NICU から、家族が暮らしている地域



 

 

の小児病棟に「転院」する場合も同様に応用できる

であろう。退院支援加算を、算定要件を多少変えて

「退院・転院・転棟」加算にすることを考えるべき

である。数少ない NICU 病床、新生児診療・ケア

専門の医療者の有効利用を図る、という観点から

は、新生児期を過ぎた患者を小児病棟に移すこと

は、従来の病病連携、病診連携以上に意義のある医

療資源の使い方である。退院支援加算よりも高い

点数に設定することさえ、正当化されると考える。 
周産期医療から小児医療へのスムースな移行を

促す政策の効果が現れて初めて、真に必要な NICU
の病床数や新生児医療・ケアの専門家の数を割り

出すことが可能となる。NICU 病床や専門家の集

約も行いやすくなるであろう。一般に小児医療者

は、患者の出生直後から始めた診療は、せめて患者

を家族の下へ返すまでは責任を持って全うしたい、

と考えがちである。患者家族も、我が子を救命した

医療者に最後まで診てもらいたい、という心情に

なりがちである。しかし、医療が高度化、複雑化し、

「治す医療」から「治し支える医療」へと転換した

（社会保障制度改革国民会議の報告書）と言われ

る今日の日本においては、一人の主治医が、あるい

は一つの場所で診療を完結する、といった幻想は

捨てるべきであろう。チーム医療、そして病病連

携・病診連携の意義を、私たち医療者は今こそ噛み

しめるべきである。 
また、周産期医療の進歩により、多くの重篤な病

態を持つ患者が救命されるようになった一方で、

NICU での急性期を乗り切った後も年余にわたり、

あるいは終生医療ケアから離れられない患者も増

えている。私たちは 2011 年に日本小児在宅医療支

援研究会を立ち上げ、在宅医療を推進してきた。在

宅医療を推進することにより、患者は医療ケアに

依存しながらも自宅で家族と過ごして成長するこ

とが可能となり、入院病床の有効利用にもつなが

ると考えてきた。高齢者の増加により成人領域で

在宅医療が推進され、地域包括ケアの一環として

訪問診療・看護などの診療・ケアの体制が整備され

たこと、小児患者が在宅で使える医療機器の開発、

進歩も、小児の在宅医療を推進し、在宅医療に携わ

る地域の医療者を増やしてきたといえよう。 
埼玉医大総合医療センターで診療している

NICU 出身の小児在宅医療患者の数が近年ほぼ一

定になっているということは、毎年新たに在宅医

療を始める患者数と、当センターを「卒業」する患

者数が釣り合っていることを意味する。確かに地

域の小児科医や訪問診療医が小児の在宅医療に積

極的に関わるようになり、以前に比べて当センタ

ーを「卒業」しやすい状況になっていると考えられ

る。高齢化社会にあって推進されてきた在宅医療、

地域包括ケアのおかげで、NICU 出身者の在宅医

療も実現し、推進されてきたと言えよう。 
一方で、在宅人工呼吸患者や PICU へ入院する

在宅医療患者は漸増している。これは、周産期医療

の進歩に伴い、高度な医療技術に依存した在宅患

者は増加し、集中治療を要する病態に至る危険性

は高く、三次医療施設からなかなか「卒業」できな

いということであろう。ＮＩＣＵ出身の在宅人工

呼吸患者は、小児の人工呼吸管理が始まった頃の

ポリオ患者のような単純な呼吸ポンプ不全ではな

く、呼吸器系以外にも中枢神経・消化器/栄養・循

環系の障害、多系統の奇形、染色体異常といった複

雑な病態を呈することが多いと思われる。介護者

への対応も含め「手がかかる」患者であることが多

く、小児病棟、PICU のバックアップが欠かせない

存在である。今後も周産期・小児医療の進歩ととも

に増加していくと考えられる。 
このように周産期医療の進歩は、小児医療への

負担を少しずつではあるが着実に増やしている、

そして今後も増やし続ける、という構造的問題を

睨んで政策を立てる必要がある。新型コロナウイ

ルス感染症のパンデミックの際に、高齢あるいは

重症の感染患者が急性期病床に多数入院し、診療・

看護だけではなく介護も必要になって急性期医療

資源が枯渇する危機に至ったことと同じような構

図が、もっとゆっくりではあるが今の小児医療に

も持続的に見られているのである。その結果、小児

人口の減少、小児医療の進歩による急性期の入院

患者数、在院日数の減少傾向にもかかわらず、小児

の入院患者は重症化し、「手がかかる」度合いが増

えている。かつて「治す医療」が中心となっていた

小児医療が、まさに「治し支える医療」へと変貌し

ていっているのである。 
従来、DPC 下の診療報酬は「治す医療」に基づ

いて算定されてきたと考えられる。これからの小

児患者の入院診療の報酬の決定要因として、上記

の「手がかかる」度合いを加えることが、今、求め

られていると思われる。主に成人患者の看護で研

究されてきた「看護必要度」という考え方を、小児、

特に NICU 出身者の看護に応用し数値化していく

ことで、小児医療に負荷がかかっている実態を明

らかにすることができるのではないだろうか。 
また、人工呼吸管理に限らず小児の在宅医療は、

介護者、すなわち親、主に母親の尽力に依存してい

るといって過言ではない。介護者を休ませるため

の「在宅医療支援入院」は、小児の在宅医療を成り

立たせ、持続可能なものにするために必須の診療

であるといってよい。しかし現実は、新型コロナ感

染症対策のような喫緊の課題の前で「後回し」にな

っている。保険診療上、重要な診療行為だと認知さ

れていないので、検査入院を装うなど関係者は肩

身の狭い思いをしている。「在宅医療支援入院」が

なければ小児の在宅医療は崩壊する、と銘じ、保険

診療上、「在宅医療支援入院」を在宅医療の重要な

一環であると位置づけることを提言したい。 
周産期医療から小児医療へ移行できた在宅医療



 

 

患者の多くは、近い将来、成人医療へ移行する時期

を迎える。いわゆる移行期の医療（transition）が

次の課題である。埼玉医大総合医療センターを「卒

業」して地域の医療者の下でケアを受けている患

者が移行期年齢に達しても、緊急時には依然とし

て当センターの小児病棟、PICU を当てにされてい

る状況はしばしば見受けられる。特に、新生児期か

らの特有の複雑な病態を抱えた患者の場合、成人

医療への移行が困難である。新生児期を過ぎた患

者を小児病棟へ移すことが容易ではなく、結果と

して NICU で 180 日を超えるような長期にわたる

診療が行われているのと全く同じ構図をここに見

ることができる。現在、私たちは移行期の医療につ

いて各科が集まり議論する場を設け、当センター

内での成人診療科への移行をスムーズにできるよ

う努めているところである。 
 
E. 結論 
 埼玉医大総合医療センターで出生後 6 か月以上

にわたって入院加療を受けた患児は、2014 年から

2021 年まで毎年 8.3±1.5 例とほぼ一定数で、生存

率は 80％と高く、2018 年以降は超早産児が増加傾

向であった。このような患児の療養環境に配慮し

て周産期医療から小児医療へのスムーズな連携を

図り、かつ新生児病床を有効に利用する、という観

点から、これらの長期入院患児の診療の場を新生

児病棟から小児病棟へ移すことを考慮すべきであ

る。 
 また、埼玉医大総合センターの現状を見る限り、

周産期医療から移行した小児の在宅医療は軌道に

乗り、地域包括ケアの一環である高齢者の在宅医

療と同じように、地域に根付いてきたと思われる。

しかし、人工呼吸を要するような重篤な病態を持

つ患者は増加しており、PICU での診療を要する事

態も増えている。「在宅医療支援入院」などの介護

者の支援は、小児の在宅医療を崩壊させないため

に欠かせない方策である。重篤な小児在宅医療患

者・家族への、より手厚い診療・ケアの体制を構築

することが望まれる。そして、このような小児患者

の成人医療への移行、自立支援が次の課題である。 
 このように、周産期医療の進歩はその後の小児

医療を「治す医療」から「治し支える医療」に変貌

させたといえる、周産期医療と小児医療、そして成

人医療とのスムースな連携を図ることが今日ます

ます重要な課題となっている。高齢化社会で起き

た急性期から慢性期へ、病院医療から地域医療へ

そして地域包括ケアへといった変化が今や小児医

療にも及んできた、ということであろう。小児医療

の変化に対応すべく、小児医療行政の政策も変え

ていく必要がある。 
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